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イギ リスにおけ る有子世帯 と貧 困
渡 辺 千 壽 子
は じ め に
1985年6月Yr,フ ァウラー社会保障相はイギ リスの社会保障制度改革案を発
表した。このグリー一ソ ・ペーパー(緑 書)は 討議資料として公表された もので
あるが,サ ッチャー主義が明確に反映され,か つてない思い切 った改革内容と
いわれ内外の反響を呼んでいる。制度改革の一っの理由は財政問題である。社
会保障に対する支出はイギリスの公共支出の3000を 占め,単 独では最大の支出
項 目となつている。人 口構成,失 業率を考慮 してその伸びを試算し,こ れに所
得上昇率を加えると,今 後急激な上昇が予想される財政問題が大きな改革理由
として指摘されている。第二の理由は,給 付の規則が複雑にな り国民に理解し
に くいものとなっていると同時に,行 政上の効率もきわめて悪 くなっているこ
Ci)
とである。また,社 会保障と所得税制との関係には今だに深刻な矛盾があ り,






改革の目標 としては,第 一に,社 会保障制度は真のニー ドをカバーできるも
のでなくてはならず,現 在のニー ドに応えられるような,よ り効果的な制度を





かかえる家族は今や低所得層の半分以上を占めている」。 新 しく,か っ変化 し







を探す気をな くさせ,雇 用創出,職 業移動,新 規の労働力に障壁となっている
と確信している。第三に,現 在の制度は余りに複雑で,困 難で,そ して高 くつ
く制度になっているので,よ り単純で理解しやす く,簡 単に運営できるもので
なければならないと述べられている。







いるとい うことが今では広 く一般的に承認されているにもかかわらず,そ れに






合わないことではない。とはいx,20年 余を経た今 日,当 時再発見されたより











探 り,次 に現行所得税制と社会保障制度の問題点を検討し,さ らに過去10年間





1970年代後半のスタグフレーシ ョンは,失 業者の増大とインフレーシ ョソの
昂進,財 政の危機となって,主 要先進国を苦境に追い込んだ。英国経済の依然
として変らぬ低迷と政府の経済 ・社会政策の影響は,貧 困の広が りと深まり,
さらに貧富の格差の拡大傾向となってあらわれている。失業は1979年 以来2倍
になっている。失業者の列に加わった人々の大半は生活水準の著しい低下を経
験し,長 期失業者にとってはその結果 としての困窮はさらに著 しい。1980年 代













ていない と批判をあびている。1979年 に成立したサ ッチ ャー保守党政権は,政
府の役割の根本的な変革を言明し,ビ ク トリア時代に帰れとして福祉国家体制










と社会保障の改正である。1979年 以後,所 得に対する税金(所 得税と国民保険
料)の 全国的水準は上昇した。低賃金労働者は賃金の増額部分の大半を国家に
譲渡せねばならなか ったが,こ れ と対照的に,最 高所得者層の税負担は低下し
ている。1979年 から1984年 の間に,裕 福な人々は彼らに影響する高い直接税の
軽減によって約26億 ポソ ドを得た。同時に,給 付に依存している人々を一層貧
しくす るような幾っかの社会保障の変更があ った。全ての短期給付一 失業 ・
疾病給付,出 産 ・寡婦手当一 に対する所得比例の補足が1981年4月 から廃止
された。これはとくに6カ 月未満の失業者を痛めっけ,結 果として彼らは補足
給付に頼らざるを得なくなった。そのうえ,年 金のような長期給付と賃金との
法定の リソクは取 り消され,こ れらの給付は物価上昇にだけスライ ドされるこ
とになった。概していえば,サ ッチ ャー政権の最初の期間を通 じての生活全般












これに加えて,低 所得で生活する人hの 数も増xて ぎている。これは補足給
付水準かその近辺で生活している人hの 数をみると,は っきりと示されている。
補足給付の目的は,フ ル タイム労働に就いていない全ての人々が,一 定の所得
水準以下におちこまない よう保証することにある。補足給付によって与えられ
る最低限の所得水準は,時 として 「国の貧困線」とよばれている。1960年 から
1977年 までは補足給付水準以下で生活してい る人々の概数は約200万 人で,ほ
ぼ一定のままであった。1977年 か ら1978年 までには,そ の数は約213万 人と少
し上昇した。次の2年 間に は この数は約4分 の1だ け上昇して264万 人に達し
た。それ以降,政 府は毎年数字を公表するのをやめ,今 では2年 毎になってい
る。補足給付に相当す る所得の世帯数も増加している。1983年 には700万 人
をこえる人h(申 請者 と扶養家族を含めて)が 補足給付を うけていた。これは
1981年12月 以降16%の 上昇であり,1979年12月 以降では60%の 上昇である。も
し補足給付を下まわる所得の人々が1981年 以後も同じ率で上昇していると仮定





大半が,基 準額 より高い給付を受けているという事実や,補 足給付に加えて賃
金や貯蓄による少額の所得を有することを認められているという事実を考慮に
入れているためである。もしこの水準を用いる とすれば,1981年 には約1500








ての最も信頼すべぎデータは,保 健 ・社会サービス省(DHSS)の 統計者たち
によって行われている世帯消費調査の分析だとされ てい る。表1は1977年 調
査からの分析であるが,こ れによると1977年12月 には636万 人の親と子が補足
給付の140%未 満の所得で生活していたことを示 している。350万 人の児童(イ
ギ リスの児童のほぼ4人 に1人)が これらの世帯で生活していた。もちろん,
この調査結果は次のような制約を念頭に入れて考える必要がある。第一に,そ
れは1977年12月b'関 するものであ り,そ の後も数多 くの理由で貧困の周辺で生
活している有子世帯の数はふえてきていると予想できる。最も明らかな理由は
失業の増加であ り,ま た家族援助の水準が改善されず,課 税最低限が低下した
からである。第二に,貧 困についての推計数は,用 いられている貧困の定義に
よって敏感に変化する。この場合に用いられている慣例的な補足給付を基準と





け増額す るとすれば,貧 困生活をしている児童の数は1.5倍 以上に増加するで
あろ う。第三に,補 足給付水準か又はそれに近い所得での生活とは,実 際には
どんなことを意味するのかとい う問題がある。補足給付基準額は1948年 以降,
実質的な点からみると2倍 以上になってきており,そ れ故それはもはや貧困の
表1.有 子世帯 の貧困人 口の推定1977年12月 (単 位:千 人)
世 帯
所得水準
夫 婦 と 子 供
単 親 と 子 供
総 計























表2所 得の5分 位別の分布状況一1971年 と1982年 の比較
年 金 生 活 者
単 身 労 働 者
子 供 の ない夫婦
単 親 家 庭
世 帯 主 就 労
世 帯 主 不 就 労





3子 以上 夫婦共働 き
3子 以上 夫 のみ就労
3子 以上 妻 のみ就労
3子 以上 夫婦 とも不就労
総 計
1971年(%)
















































































































































































































第15分 位 第II5分位 第1皿5分位 第IV5分位 第V5分 位
図1所 得5分 位別,社 会 保 障給 付 受 給 老 の 割 合




指標 とみなされることができるか と主張されるかもしれない。しかし,貧 困は




最近の資料では,・ ミックグラソ ド・ペーパーの資料において1982年 の家計調
査の結果を用いて所得を五分位別に分け,1971年 と比較したものがある。表2
によると年金生活者の第1五 分位は半減 しているのに対 し,子 供のある夫婦世
帯で第1五 分位にあるものが17%か ら23%に ふえている。また 一'II五分位は




るものが1～2子 世帯で2°oか ら6°oへ と3倍 にふx,3子 以上の世帯で2°o
から4°oに 倍増している。さらに,1～2子 のいる夫婦共働き世帯の うち,第




表3に よると,週140ポ ン ドの平均賃金に対して,1子 のいる夫婦は子供のな
い夫婦より僅かに5.25ポ ソ ド多い純可処分所得を有す るにすぎない。 これが今
日のイギ リスにおける児童援助の合計の価値なのである。低賃金の世帯に対 し
ては,よ り多くのものが与えられている。平均賃金の半分 の賃金(週70ポ ソ
ド)で,有 子世帯は児童給付と,(も し請求すれば)家 賃 ・地方税払戻し,無
料学校給食,世 帯所得補足(以 下FISと 略称す る)を 受給する。 しか し,こ
れらの諸給付は所得が上昇するにっれて取 り消されるので,140ポ ン ドで暮ら
している3子 世帯は70ポ ソ ドでくらしている他の世帯より21.20ポ ソ ド純可処
分所得が多いにすぎない。総所得70ポ ソ ドの差に対して,純 可処分所得は21・20
ポソ ドしかちがわない。これが,税 と給付の規則が互いに作用しあって,全 国
一1ss‐
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注:純 可処分所得=総 所得(単 身賃金労働者)一 〔所得税,国 民保険料,週10.50ポ ン ドの家賃,週4.25ポ ンド
の地方税,週3.55ポ ンドの通勤 費〕十〔児童給付,FIS,地 方税払戻 し,お よび無料 学校
給食の価値 〕
資料:A.W.Franklin(ed.),FamilyMatters,PergamonPress,1983,p,88.


















な)と して知られる現象である。現在では60ポ ソ ド稼 ぐか110ポ ソ ド稼く・かに
関係な く,3子 世帯では純所得は同じであろ う。
この不合理は,世 帯に対する税 ・給付政策の二っのからみ合った要素によっ
てひきおこされている。第一は,児 童に対するユニバーサルな対策が不十分で
あることであり,第 二は,こ のために世帯は ミーソズ・テストを伴う各種の給
付を受給せねばならないことである。どのような水平的分配が公平と考えられ
得るかは,も ちろん議論の余地がある点だが,次 の二っの証拠は水平的再分配









いるし,常 に時代遅れにな りやすい。だが,ECに っいての最近の調査では,
イギ リスの平均賃金水準世帯に対する児童援助の価値は,EC加 盟国の中で下
から三番 目であった。イギ リスは低所得と高所得の水準では援助は比較的気前








いてであ る。二つの制度の重なりは,主 として戦後,低 賃金層に対する現金給
付(ふ つ うは ミーンズ ・テストを受ける)の 拡大と,以 前は所得税を免除され
ていた大多数の筋肉労働者や事務労働者に所得税制が拡大されたことの結果で







は,課 税最低限は平均賃金の約3分 の1か ら4分 の1に おちこんだ。多 くの世
帯にとって,課 税最低限はその世帯に対する補足給付水準(住 宅費を含む)以
下の所得に位置している。このように,戦 後,課 税最低限は着実に低下してい
る。この傾向の理由は複雑であ り,時 代により変化する。一つには,そ れは課
税最低限を決定する人的控除が賃金の上昇に合わせて増額されなかったことに
よって生 じている。また,税 のベース(課 税に利用できる所得の割合)も 減少
一165一
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対 補 足 給
























注:1.1979/80年 の課税最 低限は,課 税最低限の賃金に非課税の児童給付を加えた 「非課税所得」 の形で示 してい
る。 この方法は,課 税 され る家族手当か ら非課税の児童給付へ の変更を考慮に入れている。
2.補 足給付水準は,各 年11月 現在で住宅費に対する平 均的加算を含む短期基準額である。
















払われなかったが,そ れ以後は税額は所得の上昇にっれて増え,所 得OXで は
税金は家族手当と全 く等しくなった(簡 単にいえば,た だ一っの税率が図形に
一166一
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注:(1)子 どもが11歳 未満 の場 合。
② 世帯所得補足 を含む。
資料:C.Sandforded.al.(eds.),ibid.,p.71.
表7課 税最低限所得 と補足給付水準1979年11月(単 位:ポソド)















注:(1)短 期 の補足 給付額(住 宅費を含 む),子 供 は5N8歳 。
② 子供 は4歳 と6歳 。
(3)子 供 は3歳,8歳,11歳,16歳 。
資料:C.Sandfordet.al.(eds.),ibid。,p.72.
示されている)。 児童給付の導入と児童扶養控除の廃止にともな い,課 税最低
限はOT,に 低下した。 とはいえ,OT以 下の所得の全ての人々は変更によつ
て利益を得,OT,以 下の所得の人々は旧家族手当額を上回る児童給付の増額の
全額を得ている。図が示 しているようにOTを 上まわる所得の人hは,こ の
変更に より何の利益も得ない。
課税最低限が低下したとい う事実は,必 ず しも貧困者の暮らし向きが悪化 し
たとい うことを意味するとは限らない。実際には図が示すように,課 税最低限
は低下しているが,貧 困者の暮らし向きは前よりよくなっているのである。し





1970年 より低かった。これと対照的に,総 所得に占める比率 としての純所得
(給付も含めて)の 低下はずっと少なかった。無論,児 童給付その他の社会保






しかしながら,課 税最低限の低下(又 は非課税所得の低下)の 影響の一つは,
上に述べたように,補 足給付水準以下の所得で税金が支払われているとい う事
実である。表7は1979年11月 に関す るものであるが,2子 世帯の課税最低限と
補足給付水準とのギャップは,1979年 には週に7ポ ソ ドをこえていることがわ
かる。これは1973年 と対照的である。この年には二つの所得水準の関係は今日
とは逆であった。4子 のいる夫婦の場合には,二 者のギ ャップは週に20ポ ソ ド
近 くに広が ってきている。FISは フルタイム労働による所得のある世帯に支払
われるが,補 足給付はフルタイム労働に就 く世帯には支払われない。表からは,
2子 世帯の場合には,課 税最低限は補足給付やFISの 受給資格の上限よりも
下まわっていることがわかる。
所得税制と社会保障制度の間の重複の一つの結果が,い わゆる貧困のわなの
問題である。FISを 受給する資格のある(し たが って恐らくは家賃 ・地方税払
戻 しや無料学校給食といったC多 くの ミーンズ・テストを伴 う給 付の受給 資
格のある)有 子世帯が,同 時に所得税の支払義務を負うかもしれないことが表
7か ら察せられる。実際に,1979年 には全てのFIS受 給者の約4分 の3は 所
得が課税最低限以上であると見積られていた。この割合は1974年 には20°0であ
った。1979年 には所得税を払いながら,同 時にFISを 受給するといった不合
く10)
理な問題に巻きこまれた世帯総数は5・9万 と見積られた。そ うした世帯は追加





さらに,1979年 以降,税 負担の比重は暮らしむきの裕福な人hの 負担を軽減
する型に著しく移行している。1978/9年 から1983/4年 までに,平 均賃金の5倍
の所得を得ている2子 世帯に対する税負担(国 民保険料を含む)は,14° °だけ
低下した。平均賃金を得ている2子 世帯に関しては6.5°oだ け負担が増加 し,
<11)
平均賃金の4分 の3を 得ている2子 世帯ではそれは13°oの負担増 となった。高
額所得者に比べて低所得者層の税負担の増加は,幾 っかの要因の結果である。
1979年における所得税標準税率の3%引 き下げ,勤 労所得に対する最高税率の




がみられる。1979年 には約7.9万 世帯がFISを 受けていたが,1982年 にはこの
数は14.3万 世帯に増加した。こうした ミーソズ・テス トを伴 う給付に依存する
人々の数は次第に多くなっているが,他 方では貧困のわなの激烈さも強まって
きている。
(2)働 く貧 困 者 と ミー ンズ ・テ ス ト
イギ リスの過去20年 間の児童援助政策のもう一つの特徴は,厂 働 く貧困者」
に対する ミーンズ ・テス トを伴なった給付に,ま す ます頼ってきていることで
ある。今や,福 祉国家イギ リスの初期の時代に ミーソズ・テス トをされる給付
を受けていた人々の5～6倍 の人々が,そ れを受けている。1948年 末には,ミ
ーソズ ・テス トを条件とする重要な給付は,国 民扶助 と無拠出年金及び無料の
学校給食の僅か三っであった。そ うした給付に依存していた人々が当時200万
人以上いたかどうかは疑わしいが,今 では1200万 人を こえる。1982年12月 には,
700万 人 の申請者とその扶養家族が補足給付を受けていた。 これは全人 口の8
分の1以 上である。 さらに540万 人が地方税払戻 しを受ける世帯で生活してお
(12)
り,人 口 のほ ぼ4分 の1が ミー ソズ ・テ ス トを され る諸 給 付 の い ず れ か を受 け
て い た 。
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それだけでなく,ミ ーソズ ・テス トを伴う給付の数と多様性も増している。
働 く低所得世帯は,今 ではFIS,住 宅手当,無 料の処方箋,無 料の義歯 ・眼鏡
および無料学校給食などを,全 て ミーソズ ・テス トを条件として受給する資格
がある。或る程度まで,こ れは他の給付の価値の低下を償 うのに役立ってきた
し,個 別的にみればFISや 家賃 ・地方税払戻しのような手当は,首 尾よくそ
れらを申請 した世帯にとってはかな り重要な,価 値ある給付である。しかしな
がら全体からみれば,こ うした施策の拡が りは,と くに貧困のわなを悪化させ,
貧困者を社会の他の人hか ら分離する傾向を強めることによって,重 大かっ扱
いに くい問題をひきおこしている。
これらの給付の適用=捕 捉率(takeuprate)に っいての資料は,こ れが依
然として重要な問題であることを示している。捕捉率とい うのは,給 付受給資
(13)
格のある人hの うち実際にそれを申請して受給した人hの 比率である。 ミーソ










たとえばFISを 請求することは,彼 らを他の人とは区別して 「貧しい」とい
うレッテルをはる,と 人hは 感じている。この点は児童給付とその他の給付と
の差を考えると実証される。児童給付は全ての児童に支給されるので,ミ ーソ
ズ ・テス トも,そ れに関連したスティグマも伴わない。






1政 府 の 概 算
補足給付 轗 毳 耄
家 賃 払 戻 し
家 賃 手 当
地 方 税 払 戻 し
世 帯 所 得 補 足
無 料 学 校 給 食
無 料 福 祉 食 料
無 料 福 祉 給 食


























注:(1)こ の調査 は,地 方調査 の結果 と役所の 公式の全国見積 りの結果 とを対比 してい る。
()タ ウンゼ ン トは,間 違 った額 を受け とってい る人 々を,全 て,分 子から除外 している。
(3)Hansard,280ct.1980,col.268.











(住宅費を除いた補足給付基礎基準額)以 上に維持しようと意図され てい る制
度にも拘らず,1976年 には約91万世帯がこの水準を下まわる所得であり,彼 ら
をこの水準に至らしめるには2億2千 万ポソ ド(1983年 価格では4億7千 万ポ
ソ ド)が 必要とされると概算していた。
FISは 補足給付と比べて,支 出の面でも受給資格者数の点でも,と るに足 り
ない給付である。だが,捕 捉率にっいての論議においてはとくに重要である。
これは一っには,FISは それを実際に申請する人々にとっては大層価値のある




めているからでもある。FISの 捕捉率が現状 よりずっと高ければ,確 かに普遍
的な児童給付を支持する理由は,よ り少な くなるだろ う。逆に,「 もし,非 常










して定めてはいるが,正 式には,今 ではその受給資格はパスポー ト給付の受給
者に限られている。1978/9年 には,有 資格児童のほぼ6000,有 資格世帯の5700
が無料学校給食を受けていた。捕捉率は,低 所得のため受給資格を有する世帯
く17)




にっいては60-65%で ある。そして,子 供のいる世帯の捕捉率(54・3°o)の 方
が,子 供のない世帯の捕捉率(78.3°o)よ り低い。また,地 方税払戻しに関す






らの給付は,受 給資格のある多 くの人hに 達することができないのみならず,
一見した ところ ミーソズ ・テス トをしているとい う事実にもかかわらず,よ り
高い所得を有する他の人々にも支払われているのである。
問題は,FISも 住宅給付も短期間の所得で査定されるが,長 期間支払:われっ
づけるために生じている。FISに 関しては査定期間は5週 間であ り,支 給期間
一172一
イギ リスにおける有子世帯と貧困






































































である。「必要なし」は受給 しているが,そ の受給資格のない人 の々比率である。
資料:IFSanalysisofthe1981FamilyExpenditnreSurvey.
は1年 である。一方,家 賃 ・地方税払戻しは原則として6カ 月毎に査定されて
いる。その結果,所 得の上下変動の激しい人は,低 所得の期間に給付を請求す
ることができるが,所 得が高い時も給付を受けっづけるのである。表9で は
1981年におけるFISと 家賃 ・地方税払戻しの受給記録と,そ の世帯のその時
点の所得にもとつ く受給資格との比較結果を示している。第三欄をみると,家
賃払戻 しを受けている人々の37°o,地 方税払戻 しを受けている人の46°o,FIS
を受けている人のわずかに18°oだけが,現 時点での所得でみた場合の受給資格
cls)
の2000以 内多少する受給額を受けているにすぎない。また右 より2つ 目の欄は,
未捕捉率を示している。この数字は,現 在の所得を基礎として給付の受給権あ
りと判断 されるが給付を受給していない世帯数を,受 給資格あ りと判断される
総数と比較している。受給資格があると思われる人々のうち,家 賃払戻しでは
約3100,地 方税払戻 しでは43°o,そ してFISで は実に66%が,給 付受給記録
がないのである。この数字は表8の 捕捉率の数字と直接比較することはできな
い。表8は 査定時点で給付の受給資格がある総数の比率としての給付受給者数
(現時点の所得を基礎とした場合に受給資格があってもな くても)を 示 してお








料が給付当局に記録されているそれ と一致 しないために,三 給付の全受給者の
大多数が,面 接された週には彼らの受給権と2000以上異なる額の給付を明らか





二点で非効率だとい うことを示している。第一に,低 い捕捉率のゆ}に,現 在
貧 しい多 くの人々がその給付を受けていないことである。第二に,給 付は比較
的短期間の所得で受給資格を査定されるが,長 期間にわたって受給でぎるので,
給付に対する支出の幾らかは人々が所得を最低水準以上にするために給付を必
要としていない時期に 「浪費され」,一 方,他 の人hは 彼らのニー ドを カバー
するに足るものを受けとっていないことである。
(3)貧 困 の わ な
いままでのところでは,ニ ー ドに応 じるに足る所得を保障するとい う点での
給付の効果を考察してきた。しかしながら,直 接税と多様な給付との相互作用




得の差に関するものである。貧困のわなは ミーソズ ・テス トを伴 う給付によっ
てひきおこされている。 ミーンズ ・テス トのある給付は,失 業のわなに重要な
役割を演じ,そ れを軽減する一手段として用いられているが,ミ ーソズ ・テス
トされる給付は失業のわなの原因ではない。失業のわなは ミーンズ ・テス トを
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は,ニ ー ドに足 りない所得をもつ世帯の純所得を増加させようと意図している。
これらの給付は所得が上昇するにつれて支給額が削減された り支給が停止され







日では,賃 金の余分の1ポ ソ ドが,福 祉給付において1ポ ソ ド以上を失わせ る
(22)
状態に既におかれている多数の人々が存在する」ことに最初に注 目したのは,
Abel-Smithで あった。貧困のわなとい う用語がは じめて用いられたのは1971
年のことにすぎなか った し,そ れが ミーソズ ・テス トを伴 う給付の主要な欠点
であると認識されたのは,わ ずかに最近10年 間のことにすぎない。
貧困のわなは次の三つの要素,す なわち,賃 金の増額,結 果としておこる税
と国民保険料負担の増加,ミ ーソズ ・テス トを条件とする諸給付の給付額の削
(23)
減又は受給資格喪失,の 関連した結果として生じる。所得税にっいては先に検




付の原則に立 つていたが,1950年 代遅 くには,十 分な保険給付を支払 うために
は賃金に比例した拠出によって財源調達せねぽならないことが明らかになった。
1961年か らは退職年金に所得比例給付の追加制度が導 入され る ようにな り,








② ミーソズ ・テス トを伴う給付
1970年 までは,貧 困のわなは賃金収入の増加V'よ る所得税 と国民保険料の負
担増と,無 料学校給食や地方税払戻 しの削減 ・資格喪失とが重なる範囲に存在











総所得が週50ポ ソ ドから200ポ ソ ドへ と上昇するにつれて,給 付の削減が2子
をもっ夫婦の純所得にどのような影響を及ぼすかを示 している。もし,そ うし
た世帯が受給資格のある給付の全てを申請するとしたら,純 所得は,総 所得が
週50ポ ソ ドから100ポ ン ドに上昇するにっれて,実 際には低下するだろ う。 こ
の範囲では所得が1ポ ン ド上昇すると,所 得税が30ペ ソス,国 民保険料が9ペ
ソス課せ られる。FISの 受給資格は50ペ ソス減額され,住 宅給付は28ペ ンスか
ら33ペ ンスの間で減額される。理論上可能な限界税率は,1ポ ソ ドに対して累




されない。FISは52週 間認められてお り,賃 金上昇後もしぽらくの問支払いが
継続するか もしれない。余分の稼得は,そ れが稼がれた時す ぐにではなく,給
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表10夫 婦 と子供2人 の世帯*に 関する貧 困のわ なの例(1983/4年,1983年11月 の給付)
児 童 給 付




国 民 保 険 料
純 所 得
総 所 得(週 額,ポ ン ド)




























※ 家賃は遍20ポ ンド,地 方税は週7ポ ン ド
資料:A.W.Dilnotetal.,op。cit.,p。56.
付の再申請,更 新の時点でのみ,FISや そのパスポー ト給付に影響を及ぼすと
い うのが実情なのである。また,表 の中に挙げられている三っの主要な ミーソ
ズ ・テス トを伴 う給付の捕捉率は,決 して100%で はない。これらの要因が貧







庭が,そ のことから殆んど,ま たは全 く利益を受けていないとい うことなので
ある。 したがって貧困台地の問題は,必 ずしも労働イソセソティヴについてだ
けに限らず,勤 勉に働くことと ミーソズ ・テス トのある給付を受給することの
両方の組み合わせが,彼 らを単に貧困のわなに陥れるにすぎないとしても,政
府は労働者にそれを奨励しているとい う道徳性の問題でもあるといえる。貧 し
い人々が 自身の努力で彼らの経済的地位を向上させ ようと努め,彼 らが克服す
ることのできない複雑な結果の組合わせによって,前 より暮らしが悪 くなった





界税率が生じることは余 りなさそ うだとしても,非 常に高い限界税率とい うこ
とは よくあるのである。貧困のわなに陥っている世帯の数を算定することは非
常に困難であるが,或 る給付を受給している世帯の数からそれを推計すること
はできる。1980年 には,53万 の非年金受給者が家賃払戻しや家賃手当,地 方税
払戻しを受けていた。この うち大半は少な くとも最低限66・75°0の限界税率を
被っていたであろ うし,も し彼らが払戻しを請求 していた とすれば,こ の税率
を経験する者の数はさらにふえる。1982/3年 には,14・3万 世帯がFISを 受給






概算では70万 世帯が50%を 上まわる限界税率を有してお り,1981/2年 度では80
00を こえる限界税率の世帯も12万世帯あった。このように,FISの 存在と次第
に多くなった ミーソズ ・テス トを伴 う給付は,一 ・方で低賃金労働者の消費力を





いる。給食費負担の増額とあわせて,法 定の無料学校給食基準を廃止 し,無 料
の学校給食受給資格をFISの 受給に リンクさせた1980年 の立法は,FIS受 給
資格の限界を上まわる所得の世帯が,実 質的にはFIS受 給世帯 よりかなり低い
純可処分所得になるだろうとい うことを意味していた。また,貧 困のわなのき
びしさを増 しているもう一つの要因は,住 宅給付の取 り下げ率の急激な傾斜の
結果である。1983年4月 の住宅給付完全実施以前は,家 賃払戻しは生活必要基
準額を上 まわ る1ポ ン ドにつき17ペ ンスの率で取 り下げられたが,1984年11月
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にはこの取 り下げ率は29ペ ンスとほぼ2倍 になった。
低賃金世帯や貧困世帯は,税 負担の増加や貧困のわなについて十分すぎるほ
C28)
ど実感しているので,た とえば1983年2月 に実施された調査では,対 象となっ
た全世帯の79%が,「 低賃金労働者は,い かなる利益 も給 付額の減少や税負
担増によって消失するので,余 分のお金を稼得するイソセンティヴがない」と
い うことに同意した ことを示している。この回答は職業による差が大きく,専
門 ・管理職の56%が これに同意したのに対し,肉 体労働者では87%が これに同
意を示 している。貧困のわなの二っの面は,第 一に,或 る世帯に対して労働意
欲を妨げるものを生みだし,文 字通 り貧困のわなにかけるかもしれないことで
あ り,第 二に,貧 困台地は所得分布の下半分の世帯の純所得の差を徐hに 崩し
ていることであ り,そ の結果は大いに不公平であると考えられる。
皿 単親世帯 ・失業者世帯の状態




イギ リスの単親世帯は,他 の集団と比較 しても,諸 外国の単親世帯と比べて
も,貧 困 リスクはきわめて高い。ベヴァリッジ計画は保険給付で寡婦をカバー
したが,離 婚,別 居,未 婚による単親は扶養費の支払いや賃金又は補足給付に
頼らねばならない。単親の約半数が補足給付を受給してお り,補 足給付申請者
数は1966年 以降3倍 に増加した。補足給付を受給している単親は,1年 後には
長期給付率を適用される。1980年11月 からは,彼 らにパー トタイム労働を奨励
す るため,週4ポ ソ ドまでの稼得は補足給付の減額を伴わず,ま た4ポ ソ ドを
こえ20ポ ン ドまでは賃金の各1ポ ン ドにっき50ペ ソスだけ補足給付が減額され
ることになった。1980年 の補足給付の再編成は,児 童に対する給付水準,と り
わけ5歳 未満児と11～12歳 児に対する給付水準の大幅な改善を伴なった。けれ
















ることが困難であるのに気付 くであろうし,一 方,FISを 受給している単親世
帯は,と くにFIS受 給により自動的に受給権をもつ諸給付をうけている場合に



































べきであろ う。これをするのに最大の制約は費用であ り,年 に1億3000万 ポソ
くヨの
ドの費用を要する。第二の制約は,失 業のわなである。もし失業者の所得が就
労者の所得に比較してより改善されれば,働 く者がより少な くなるだろ うと主






こでは就労時に120ポ ソ ド稼いでいる2子 世帯は,世 帯主が失業す る ようにな
れば,そ の純所得の8300を 得ることになろ う。この置換率は就労時の所得がこ
一1s1‐
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表11失 業 のわ な(1983年11月)2子 のい る夫婦の*純所 得




















児 童 給 付
補 足 給 付











































53週 目 の 限 界























れ より低い場合や,家 賃がこれよりも高い場合,ま たは税の払戻しがこれ より
多い場合には,高 くなるであろ う。しか し,こ れが行動に影響を及ぼすかどう
かは別の問題である。
csi)
最近の論文で,世 帯消費調査の中の働く世帯主のサ ソプル にもとついて,
1968年以来の置換率の推移を示しているものがある。短期間(13週)の 失業の
「平均的」影響と失業53週 目の 「限界的」影響に関する結果は,表12の 通 りで
ある。 これによると1983年 には,ご くわずかな人々(2.9°o)だ けが短期失業
中に就労時の所得の90%以 上を受けとってお り,長 期失業ではその割合はもっ





る。また,当 時は失業の最初6ヵ 月間は,給 付に対する所得比例補足もあった。







が拡大す ることは考えにくく,補 足給付に依存する人口ばか りが増加するよう




















渡 りはじめたばか りである。歴史的には,賃 金交渉は世帯賃金の概念を用いる





せ よという強い主張 もあるが,賃 金は扶養家族数を完全 に考慮 に入れ ること
はできないので,有 子世帯の境遇を改善するには余り効果的な方法とはいえな
いo



















われねばならず,総 花的な児童給付増額の費用の大きさは,こ れを ミーンズ ・
テス トなしに,よ り選別的に行ない得るかとい う議論に導 く原因となっている。
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しか し,児 童給付の課税とい う方法は,現 在では課税最低限が大層低いので,
より貧 しい世帯から給付をclawbackす るにす ぎないだろう。
この問題はまた,夫 婦課税にっいての緑書に関連しても考え直されてきてい




に関係な く控除を与xる という点で,今 や全 く変則的であると考えている。緑




よって,支 払われることができるとい うことである。MMAを 廃止し,ど の世
帯も前よ り暮らし向きが悪化しないためには,1子 当り4.45ポ ソ ドの児童給付




一・っには ,家 庭責任のために,5歳 未満児のいる世帯では配偶者が働 く可能性
がずっと少ないので,一 層貧困に陥 りやすいこと,子 供が5歳 以上になると共
働き世帯の割合が急速に増加することなどが挙げられている。現在,MMA受
益者の過半数には扶養児童がいない。したがって,こ うした形で,MMAで 動






















表13給 付 水 準
























































































































































注:(1)社 会階級 は職業 グループに関連 して定義 されている。AB嵩 専 門職 ・管 理職,C1=他 の非肉体労働者,C2=







しかし,近 年になっても人hの 態度は変化していないのだろうか。1980年 代
はじめには,貧 困者に対して,ま た福祉支出の或る面に対して,以 前より共鳴
する方向に変化がみられるといわれてきた。とくに重要なのは,1970年 代終 り
頃と比べて社会保障へのより一一層の支持がみられるという点である。1983年2
月に実施 されたBreadlineBritain調 査では,公 共支出の リス トを示し,も し
公共支出を削減せねばならないならば削減すべきだと考える3項 目と,支 出増
加が決定されればもっと費用を費すべきだと考える3頃 目を,回 答者に選ばせ
に 対 す る 態 度
(単 位:%)
ぎる,現 状で よい,低 す ぎる,の いずれ と考xる かa














































































































































ている。1980年 のMORIに よる同一の質問では,社 会保障給付は削減すべき




とはいえ,こ れは社会保障給付の受給者にとって,全 てよいニュースとい う
わけではない。社会保障は1983年 には3年 前ほど不人気ではなくなったとして
も,他 の支出項 目と比べて依然として相対的に不人気であったし,ま た個hの
給付別にみると,そ の差が一層歴然とする。表13は 個 々の給付水準に対する回
答者の態度を示している。年金は大層支持率が高く,59°oが 低すぎると考え,
2900は ほぼ適切と考え,1°oだ けが高すぎると考えている。補足給付も同じく
59°oが低すぎると考え,高 すぎると思 う者は3%で,好 意的態度を示していた。





さて,児 童給付は他に比べて冷淡な支持を受けている唯一の項 目であ り,こ
れは戦後の他の調査の結果とも一致している。児童給付に対する熱心な支持が
ないのは,一 っには児童給付の普遍的性質によって説明される。それはイソパ
ク トの点で無差別で,援 助を受けるに値する人hの みならず,必 要性に欠ける
人々にも及んでいると考えられている。1968年 に行なわれたNOP世 論調査で
は,「 家族手当は子供をもっ全ての人々にではな く,そ れを必要とする人々に
(39)
対してだけ与えられるべきだ」,と い う主張に76%が 同意 した。83年 のこの調
査でも,児 童給付は他の給付と比べて世論の支持が弱いが,そ れにしても,児
童給付の普遍的性質を理解 しっっも,高 すぎると考える人hよ りも多 くの人h
が,そ れは低すぎると考えてお り,41%は ほぼ適切であると考}て いる。
こうした見解は,所 得や階層によってもちがいがある。年 金の場 合には所




ずっと支持が高 く,専 門 ・管理職や事務労働者と比べると肉体労働者の間で好
評である。これは恐らく貧しい世帯にとって,全 世帯収入に占める児童給付の
















お わ り に
近年のイギ リスにおいて有子世帯のおかれてきた状態を検討してきたが,家
族に対する政策決定の一貫性のなさは,金 銭給付全体にわたって財政政策と社
会保障政策 との間の分裂に最もはっき りとあらわれている。しかし,そ れは単
に保健 ・社会サービス省(DHSS)と 大蔵省の間だけではな く,住 宅給付に関
してはDHSSと 環境省との間に,ま た教育福祉給付に関 してはDHSSと 教育
省との間にも,家 族に対する所得維持施策の重大な不一致がみられる。そして
それらは実際に有子世帯に及ぼす影響についての充分な配慮に欠ける結果とな



















った。一年にほぼ40億 ポソ ドの費用がかかるので,児 童給付のカットは支出の
大幅節減を探し求めている大蔵省にとって,財 政的に魅力的にみえるのは避け
られない。したがって,児 童給付は低所得世帯に限定し,こ れを次第に解消し
て,た とえぽFISに 類似した ミーソズ ・テス トを強化した給付に代えるとい
う意見があった。
しかし,総 選挙後の秋に発表された公共支出削減の新たな範囲では,児 童給
付 も失業給付も一応は守られ,代 わ りに社会保障予算において犠牲になったの
は住宅給付であった。これは2億3千 万ポソ ドとい うひどく大きな削減を蒙 り,
その影響は強力で約450万 人の受給者が影響を受けた。50万 世帯が住宅給付の
く41)
受給権を完全に失い,給 付の平均的喪失は週にL57ポ ソ ドにのぼったが,そ
れ よりはるかに多 く(週 に12・00ポソ ド以上)を 失った世帯 もあった。住宅給
付削減の影響を最も痛感しているのは,低 所得層の人々である。極貧層は完全





では,こ うしたなかで,今 般発表された改革案に述べられている子 どものい
る家族への優先権,家 族援助強化の方向とは,実 際にはどのような内容のもの
となるのだろうか。一っには有子世帯に対する新しい給付システムとして,家
族 クレジ ット(familycredit)制 度が とりあげられている。 これは子供のいる
低賃金の就労世帯に対するもので,現 在のFISに 代わるものである。新制度
の導入は,貧 困のわなを除去し,か っ,就 労時に失業時より生活が苦しいとい
うことがないようにすることを 目的としている。13週 間の純所得のテス トにも
とづき,雇 主によって賃金とともに支払われ,税 や国民保険料の支払いを償 う
ことになろう。所得テス トは,新 しい所得援助 と住宅給付の制度で用いられる
ものと同じであるが,主 要な違いはFISの 特徴であった無料の学校給食,福
祉食糧に対する自動的な受給権が廃止され,代 わ りに割増金を受け取ることに




援助を与xる ことに対 して,強 い支持があったためといわれている。
補足給付は所得援助(incomesupport)と 社会基金(socialfund)と い う二
っの制度に代えられ,所 得援助では単親を含めて子供をもつ親は,各 子に対す
る付加給付に加えて,給 付期間を問わず家族プレミアムを支給される。また,
貯蓄やパー トタイム労働による賃金は,こ れまでより多 く保持できることにな
る。住宅給付は大いに簡素化され,所 得テス トは所得援助制度と連携し,給 付
は所得上昇に伴な う現在の6段 階の漸減の代わ りに,家 賃 ・地方税の両方に単
一一の漸減基準が適用される。家賃に対する援助は就労していると否とを問わず,
最低所得の人hは10000の 補助を受けるが,地 方税に関する援助は,全 世帯が








から,少 な くとも5億 ポン ドの削減をしたいと表明されている。これは既にみ
たように,1983年 にも大幅削減によって多 くの受給者に影響を及ぼした領域で
ある。この削減のもたらすものは,す でに貧しい人々を一層貧 しくするであろ
うし,最 も貧 しい家族にも地方税の20°°を支払 うことを要求することになる。
また,子 供のいる家族のニー ドを最優先しようとしてとりあげられた新家族ク
レジット制度は(給 付水準がわからないのでその影響 ・効果のほ どは判然とし
ないが),貧 困のわなを除去するとしても,仕 事をもっ人々にとって一層勤勉
に働き多 くを稼 ぐことへの刺激は非常に弱いと指摘されている。一方,失 業給
付に対するより広範な ミーンズ ・テス トの採用と,失 業者に対する給付水準の
実質的切 り下げによって,就 労時より失業時の方が暮らしが楽だ とい う失業の
わなに陥る人は(こ れまでも少なかったが)き わめて少なくなるだろう。しか




れでみる限 りでは,現 在も最もきびしい生活V'あ えぐ失業者世帯は,ま すま
す苦しい生活を強いられそ うであるし,家 賃上昇の著 しい昨今のイギ リスで住
宅給付の削減は受給資格を失 う世帯をふやし,有 子世帯にも影響を及ぼさずに
はおかないであろう。また,よ り広範な ミーソズ ・テス トを 伴 う家族 ク レジ
ットは,FISと 同様に,低 い捕捉率の恐れもある。貧困のわなは除去されると
しても,現 在も指摘されているように,多 くの家族が一一方で所得税を支払いな
がら,他 方で ミーソズ ・テス トをされて給付を受給 しているとい う不合理を解
消するどころか,一 層強めることになるのではないだろうか。子供のいる家族
への援助優先という主張の中に盛 り込まれた内容は,一 暼す る限りでは一層の





イギ リスにおけ る有子世帯 と貧困
改革案のめざす ものが;真 に家族のニー ドVTそって,子 供のいる家族の援助を
強化するものとな り得るのか どうかは疑問に思えてならない。
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⑳ 政 府 のFIS5000と い う数 字 は,も は や 受 給 権 が な い が 受 給 して い る 人hを 除 外 す
る と い う タ ウ ン ゼ ン トのPovertyintheUnitedKingdom(1979)の 方 法 に 従 っ て い







⑳1969年 に は,無 料 学 校 給 食 は1子 に つ き週37.5ペ ン ス の 価 値 が あ っ た 。1966年 に 採
用 さ れ た ミ ー ン ズ ・テ ス トを 伴 う地 方 税 払 戻 しは.ご く わ ず か な有 子 世 帯 に し か 利 益
を 与 え な か っ た が.旧 制 度 で は25%の 限 界 損 失 率 で あ っ た 。 所 得 税 と 国 民 保 険 料 は あ
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